
  　  社会資本に対する、現在までの世代がすでに負担している割合（社会資本形成の世代間比率）【純資産／総資産】

   　　償却資産の耐用年数に対して、取得からどの程度経過しているか把握する割合【減価償却累計額／取得価額】

　　　この比率が低いほど財政状況が健全であることを示します。　　　　　　　

　⇒　堅調な財政運営　
（基金積立、資産形成）
（将来世代の負担の軽減）

●　４つの財務書類の公表について

●　財務書類作成に当たって（効果）

1 業務活動収支

2

3

※表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

　現金の流れを示すものです。その収支を性質に応じて区
分して表示することで、町がどのような活動に資金を必要とし
ているかを表示しています。

　町の純資産（資産から負債を引いた残り）が年度
内にどのように増減したかを明らかにするものです。総額
としての純資産の変動に加え、それがどのような財源や
要因で増減したかの情報を表示しています。

前年度資金残高との合計は 3億4,069万円

323億914万円

△6億1,026万円
2億2,557万円

500億6,894万円

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）

3億5,426万円①　業務活動収
②　投資活動収
③　財務活動収

(2) インフラ資産
77億8,733万円

町の令和5年度財政運営の総括 
(3)物品、ソフトウェアなど 4億9,101万円

(2) その他の流動負債 2億2,092万円
(4)投資その他の資産

財務活動収支
2億2,557万円

　　　（町税、地方交付税、
　　　国・県補助金）

（経常費用－経常収益）

地方債等発行、償還など
 臨時損失　災害復旧費など 0

本年度末資金残高（来年度繰越金） 3億4,069万円 本年度末純資産残高 501億501万円 （純経常行政コスト+臨時損失－臨時利益）
本年度末歳計外現金残高（預り金） 6,061万円 　　　その他 0 純行政コスト 68億6,445万円

　　　資産形成への充当 0  臨時利益　資産売却益など 2,406万円

　　補助金等、社会保障給付、他会計への支出など

税収、国県等補助金、人件費など
　　支払利息など

本年度変動高 △10億7,973万円   移転費用 24億3,993万円

公共施設等整備費支出、国県等補助
金など

 経常収益 3億740万円
　　　財源

59億5,546万円
純経常行政コスト 68億8,851万円

投資活動収支
△6億1,026万円

　　　△純行政コスト △68億6,445万円

3億1,051万円   物件費等
31億7,206万円本年度資金収支額 △3,043万円 　　物件費、減価償却費、維持補修費など

3億5,426万円
前年度末純資産残高 511億8,474万円

  その他の業務費用
8,247万円

② 行政コスト計算書資産合計 511億9,460万円 負債及び純資産合計 511億9,460万円 　町民の皆さんに町の財政状況をよりよく理解していただくため、国が
推奨している「新地方公会計制度」に基づいて、４つの財務書類を
作成しました。

  町の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を示
すものです。従来の官庁会計では捕捉できなかった減価償却費な
ど非現金コストについても計上しています。経常費用合計から経常
収益合計を差引いたものが当該年度の純経常行政コストとなりま
す。

④ 資金収支計算書 ③ 純資産変動計算書
　今回の財務4表は、平成26年4月に総務省から報告された今後の地方
公会計の推進に関する研究会報告書の「統一的な基準」により作成してい
ます。この「統一的な基準」の特徴は全ての固定資産を対象に公正価格を
評価することにあります。そのため、土地及び建物の固定資産台帳を整理し
たことから財産管理の適正化が図られました。

２
流
動
資
産

(1) 現金預金 3億4,069万円 純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

(2) 基金、未収金など 114億7,632万円 純資産合計 501億501万円

 経常費用 71億9,591万円
  人件費 15億146万円　　人件費、退職手当引当金繰入など

前年度末資金残高（繰越金）

川越町の統一的な基準による財務書類（令和5年度 一般会計等）概要

令和5年度財政運営は、堅調な財政運営を行っている。

　　　　　① 貸借対照表(バランスシート） 町の資産と負債の状況

１
固
定
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(3) その他の固定負債 1億625万円
　　道路、公園、橋梁、上下水道など

２
流
動
負
債

(1) 賞与等引当金 8,896万円

(1) 事業用資産

164億4,083万円
１
固
定
負
債

(1) 地方債 5億2,738万円
　　庁舎、学校、保育所、体育館、
　　町営住宅、地区集会所など (2) 退職手当引当金

減価償却累計額︓　   ※　令和5年度末現在︓償却資産取得価額等︓　

146億5,843万円

1億4,607万円 ③負債比率 (純資産に対する負債の割合)・・・・・・

②資産老朽化比率（資産の老朽割合）・・・・・・・

①純資産比率（今までの世代で負担済分）・・・・ 97.9%

64.5%

2.2%

△3,043万円負債合計 10億8,959万円 ①〜③の合計である令和5年度の資金収支は

　貸借対照表は会計年度末時点において町の資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってき
たかを一目で分かるようにしたものです。左側に資産を表示し、右側に負債及び資産と負債の差額である純資
産を表示しています。



【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 39,377,593,909   固定負債 779,707,360

    有形固定資産 24,580,531,951     地方債 527,381,698

      事業用資産 16,440,829,012     長期未払金 -

        土地 6,165,005,618     退職手当引当金 146,074,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 21,730,674,626     その他 106,251,662

        建物減価償却累計額 -11,920,886,680   流動負債 309,881,361

        工作物 1,217,451,629     １年内償還予定地方債 38,374,222

        工作物減価償却累計額 -888,525,601     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 88,958,093

        航空機 -     預り金 60,608,810

        航空機減価償却累計額 -     その他 121,940,236

        その他 - 負債合計 1,089,588,721

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 137,109,420   固定資産等形成分 50,853,464,909

      インフラ資産 7,787,325,261   余剰分（不足分） -748,457,639

        土地 655,726,993

        建物 516,725,641

        建物減価償却累計額 -391,560,309

        工作物 24,950,146,471

        工作物減価償却累計額 -17,945,035,483

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 1,321,948

      物品 1,515,507,880

      物品減価償却累計額 -1,163,130,202

    無形固定資産 138,634,402

      ソフトウェア 138,634,400

      その他 2

    投資その他の資産 14,658,427,556

      投資及び出資金 204,507,166

        有価証券 -

        出資金 204,507,166

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 89,766,388

      長期貸付金 -

      基金 14,368,908,562

        減債基金 -

        その他 14,368,908,562

      その他 -

      徴収不能引当金 -4,754,560

  流動資産 11,817,002,082

    現金預金 340,686,852

    未収金 576,549

    短期貸付金 -

    基金 11,475,871,000

      財政調整基金 8,411,863,000

      減債基金 3,064,008,000

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -132,319 純資産合計 50,105,007,270

資産合計 51,194,595,991 負債及び純資産合計 51,194,595,991

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    その他 23,247,000

純行政コスト 6,864,454,366

    その他 -

  臨時利益 24,056,972

    資産売却益 809,972

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 6,888,511,338

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 307,403,368

    使用料及び手数料 37,172,314

    その他 270,231,054

      社会保障給付 980,391,350

      他会計への繰出金 325,573,730

      その他 1,535,091

        その他 79,542,343

    移転費用 2,439,929,403

      補助金等 1,132,429,232

      その他の業務費用 82,467,629

        支払利息 920,144

        徴収不能引当金繰入額 2,005,142

        維持補修費 150,412,644

        減価償却費 1,166,333,039

        その他 -

        その他 212,825,601

      物件費等 3,172,055,316

        物件費 1,855,309,633

        職員給与費 1,199,678,664

        賞与等引当金繰入額 88,958,093

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 7,195,914,706

    業務費用 4,755,985,303

      人件費 1,501,462,358

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 51,184,736,766 51,546,095,439 -361,358,673

  純行政コスト（△） -6,864,454,366 -6,864,454,366

  財源 5,955,459,772 5,955,459,772

    税収等 4,819,547,334 4,819,547,334

    国県等補助金 1,135,912,438 1,135,912,438

  本年度差額 -908,994,594 -908,994,594

  固定資産等の変動（内部変動） -537,468,530 537,468,530

    有形固定資産等の増加 884,474,942 -884,474,942

    有形固定資産等の減少 -1,166,333,039 1,166,333,039

    貸付金・基金等の増加 351,449,567 -351,449,567

    貸付金・基金等の減少 -607,060,000 607,060,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 -170,734,902 -155,162,000 -15,572,902

  本年度純資産変動額 -1,079,729,496 -692,630,530 -387,098,966

本年度末純資産残高 50,105,007,270 50,853,464,909 -748,457,639

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 49,289,399

本年度歳計外現金増減額 11,319,411

本年度末歳計外現金残高 60,608,810

本年度末現金預金残高 340,686,852

    その他の収入 -

財務活動収支 225,571,542

本年度資金収支額 -30,431,555

前年度末資金残高 310,509,597

本年度末資金残高 280,078,042

  財務活動支出 140,628,458

    地方債償還支出 38,374,222

    その他の支出 102,254,236

  財務活動収入 366,200,000

    地方債発行収入 366,200,000

    貸付金元金回収収入 8,056,000

    資産売却収入 809,972

    その他の収入 -

投資活動収支 -610,258,970

【財務活動収支】

    貸付金支出 5,730,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 612,986,972

    国県等補助金収入 5,117,000

    基金取崩収入 599,004,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,223,245,942

    公共施設等整備費支出 884,474,942

    基金積立金支出 333,041,000

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 354,255,873

  業務収入 6,273,588,332

    税収等収入 4,835,357,107

    国県等補助金収入 1,130,795,438

    使用料及び手数料収入 36,838,715

    その他の収入 270,597,072

    移転費用支出 2,439,929,403

      補助金等支出 1,132,429,232

      社会保障給付支出 980,391,350

      他会計への繰出支出 325,573,730

      その他の支出 1,535,091

    業務費用支出 3,479,403,056

      人件費支出 1,495,472,528

      物件費等支出 1,903,468,041

      支払利息支出 920,144

      その他の支出 79,542,343

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 5,919,332,459


